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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社数　　　１社

連結子会社の名称　阿基捷（上海）軟件開発有限公司

② 非連結子会社の名称等

該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ.有価証券の評価基準及び評価方法

・その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しており

ます。

時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

ロ.たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品及び製品 移動平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）を採用しております。

・仕掛品 個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）を採用しております。

・原材料 移動平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）を採用しております。

・貯蔵品 最終仕入原価法を採用しております。

ハ.重要な減価償却資産の減価償却の方法

・有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物　　　８年～38年

　車両運搬具　　　　　５年～６年

　工具、器具及び備品　４年～６年

・無形固定資産

ソフトウエア 自社利用のソフトウエア

　社内における見込利用可能期間（５年）による定額法を採用して

おります。
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② 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、在外子会社の決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

③ 重要な引当金の計上基準

賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の当連結会計年度負

担額を計上しております。

④ 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方

消費税は、当連結会計年度の費用として処理しております。

２．表示方法の変更に関する注記

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）

を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示

し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、「営業外収益」の「雑収入」に含めていた「未払配当金除斥益」

は、営業外収益の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとし

ました。なお、前連結会計年度の「未払配当金除斥益」は591千円であります。

３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

　① 担保に供している資産

建物 124,937千円

土地 16,794千円

計 141,731千円

　② 担保に係る債務

１年内返済予定の長期借入金 21,000千円

長期借入金 147,500千円

計 168,500千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 1,261,485千円

当該累計額には、減損損失累計額が含まれております。

(3) 当座貸越契約

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うために取引銀行５行と当座貸越契約を締

結しております。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。

当座貸越極度額の総額 1,400,000千円

借入実行残高 800,000千円

差引額 600,000千円
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４．連結損益計算書に関する注記

減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上し

ております。

場所 用途 種類 減損損失

新宿営業所
(東京都渋谷区)

遊休資産等

建物及び構築物 2,389千円

工具、器具及び備品 468千円

その他(投資その他の資産) 9千円

　当社グループは事業用資産につきましては、報告セグメントの区分に基づきグルーピング

を行っております。また、遊休資産につきましては、個別資産ごとにグルーピングを行って

おります。

　新宿営業所閉鎖の意思決定をしたため、関連する資産について帳簿価額を０円まで減額し、

減損損失として特別損失に2,867千円計上しております。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度

期首株式数(株）

増加株式数

（株）

減少株式数

（株）

当連結会計年度末

株 式 数 （ 株 ）

普 通 株 式 9,562,000 － － 9,562,000

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度

期首株式数（株）

増加株式数

（株）

減少株式数

（株）

当連結会計年度末

株 式 数 （ 株 ）

普 通 株 式 1,491,000 70 － 1,491,070

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加70株は、単元未満株式の買取りによる増加であり

ます。

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額

該当事項はありません。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

該当事項はありません。

(4) 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間が到来しているもの）の目的となる株式の

種類及び数

該当事項はありません。
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループの資金運用については安全性と流動性を重視し、相対的に高格付けの株式や

投資適格債券を中心に運用することを原則としております。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金は得意先の信用リスクに晒されております。得意先ごとの期日管

理及び残高管理とともに、財政状態の悪化等による回収懸念の早期把握やリスク低減を図っ

ております。

　有価証券及び投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。定期的に時価

や発行体の財務状況等を把握し、社内規程に則り適正に評価、管理しております。

　敷金保証金は、主に建物等の賃借契約における敷金であり、賃借先の信用リスクに晒され

ております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であり、決

済時において流動性リスクに晒されておりますが、支払期日の確認を毎月月末にすることな

どによりリスクを管理しております。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は、主に設

備投資及び研究開発に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに

晒されております。また、流動性リスクに晒されておりますが、適切に資金繰計画を作成す

ることなどの方法により管理しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2019年７月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれてお

りません（（注）２.参照）。

連結貸借対照表

計上額
時 価 差 額

(1) 現金及び預金 1,947,516千円 1,947,516千円 －千円

(2) 売掛金 1,191,112 1,191,112 －

(3) 有価証券及び投資有価証券 372,785 372,785 －

(4) 敷金保証金 31,733 31,733 －

資産計 3,543,147 3,543,147 －

(1) 支払手形及び買掛金 152,903 152,903 －

(2) 短期借入金 800,000 800,000 －

(3) 未払法人税等 80,149 80,149 －

(4) 長期借入金（1年内返済予

定の長期借入金を含む）
458,320 458,320 －

負債計 1,491,373 1,491,373 －

（注）１.金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金

　これらは、すべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

(3) 有価証券及び投資有価証券
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　これらの時価については、取引金融機関等から提示された価格によっております。

(4) 敷金保証金

　敷金保証金の時価については、回収時期を合理的に見積った期間に応じたリスク

フリーレートで、回収予定額を割り引いた現在価値により算定しております。

負債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払法人税等

　これらは、すべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

(4) 長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む）

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想

定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　長期借入金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映することから、時

価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。

（注）２.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区　分 連結貸借対照表計上額（千円）

株式（※） 105,980

（※）市場性がなく、時価を把握することが困難と認められるため、(3) 有価証券及び投資有

価証券には含めておりません。

（注）３.金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内

（千円）

１年超

５年以内

（千円）

５年超

10年以内

（千円）

10年超

（千円）

現金及び預金 1,947,516 － － －

売掛金 1,191,112 － － －

有価証券及び投資有価証券

　その他有価証券のうち満期が

あるもの

　　債　券 400,000 － 100,000 250,000

敷金保証金 － － 31,733 －

合計 3,538,628 － 131,733 250,000

（注）４.長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１年以内

（千円）

１年超

５年以内

（千円）

５年超

10年以内

（千円）

10年超

（千円）

長期借入金 82,080 312,740 63,500 －

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 411円 12銭

(2) １株当たり当期純利益 14円 57銭

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

　① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しており

ます。

時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

　② たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品 移動平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）を採用しております。

仕掛品 個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）を採用しております。

原材料 移動平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）を採用しております。

貯蔵品 最終仕入原価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物　　　　　　　　８年～38年

　構築物　　　　　　　　　　10年

　車両運搬具　　　　　５年～６年

　工具、器具及び備品　４年～６年

無形固定資産

ソフトウエア 自社利用のソフトウエア

　社内における見込利用可能期間（５年）による定額法を採用して

おります。

長期前払費用 一定期間内において均等償却しております。

(3) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

(4) 引当金の計上基準

賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額

を計上しております。

(5) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方

消費税は、当事業年度の費用として処理しております。
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２．表示方法の変更に関する注記

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）

を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、

繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

（損益計算書）

　前事業年度において、「営業外収益」の「雑収入」に含めていた「未払配当金除斥益」は、

営業外収益の総額の100分の10を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしました。

なお、前事業年度の「未払配当金除斥益」は591千円であります。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

建物 124,937千円

土地 16,794千円

計 141,731千円

② 担保に係る債務

１年内返済予定の長期借入金 21,000千円

長期借入金 147,500千円

計 168,500千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 1,151,229千円

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権

短期金銭債務

5,343千円

11,836千円

(4) 当座貸越契約

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うために取引銀行５行と当座貸越契約を締

結しております。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。

当座貸越極度額の総額 1,400,000千円

借入実行残高 800,000千円

差引額 600,000千円

４．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

営業取引による取引高

営業取引以外の取引による取引高

81,366千円

56千円
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(2) 減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失

新宿営業所
(東京都渋谷区)

遊休資産等

建物 2,389千円

工具、器具及び備品 468千円

長期前払費用 9千円

　当社は事業用資産につきましては、報告セグメントの区分に基づきグルーピングを行って

おります。また、遊休資産につきましては、個別資産ごとにグルーピングを行っております。

　新宿営業所閉鎖の意思決定をしたため、関連する資産について帳簿価額を０円まで減額し、

減損損失として特別損失に2,867千円計上しております。

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首

株式数（株）

増加株式数

（株）

減少株式数

（株）

当事業年度末

株式数（株）

普 通 株 式 1,491,000 70 － 1,491,070

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加70株は、単元未満株式の買取りによる増加であり

ます。

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

ソフトウエア開発費 455,439 千円

投資有価証券評価損 60,954 千円

その他有価証券評価差額金 38,738 千円

固定資産減損損失 9,785 千円

賞与引当金 10,767 千円

未払社会保険料 1,594 千円

たな卸資産評価損 74,315 千円

資産除去債務 4,184 千円

未払事業税 8,977 千円

減価償却超過額 396 千円

繰越欠損金 89,306 千円

少額資産除却損 11 千円

未実現原価 3,903 千円

繰延税金資産小計 758,374 千円

評価性引当額 △522,683 千円

繰延税金資産合計 235,691 千円

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 529 千円

土地圧縮積立金 5,143 千円

繰延税金負債合計 5,672 千円

繰延税金資産の純額 230,018 千円
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７．関連当事者との取引に関する注記

該当事項はありません。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 408円 13銭

(2) １株当たり当期純利益 14円 56銭

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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